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平成２７年度決算に基づく財政健全化法による指標の公表

●　●　健全化判断比率には、次の４つの指標があります　●　●

　「地方公共団体の健全化に関する法律」【財政健全化法】の規定に基づき算定した健全化判断比率等に
ついて、村監査委員の審査に付し、その意見を付けて９月定例議会に報告したものを公表します。
　財政健全化法とは、財政指標に基づき、自治体の財政破綻を未然に防ぐために平成１９年に制定され
た法律です。

福祉、教育、まちづくり等を行う一般会計の赤字額が、標準的な収入に対して、どれ
くらいの割合になるのかを指標化したもので、財政運営の深刻度を示すものです。

実 質 赤 字 比 率

すべての会計を合算し、全体の赤字額が、標準的な収入に対して、どれくらいの割合
になるのかを指標化したもので、財政運営の深刻度を示すものです。

連 結 実 質
赤 字 比 率

借金である地方債（借入金）の返済額及びこれに準じる経費の額が、標準的な収入に
対して、どれくらいの割合になるのかを指標化（３カ年平均）したもので、資金繰り
の危険度を示すものです。

実 質 公 債 費 比 率

一般会計等の地方債（借入金）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での
残高が、標準的な収入に対して、どれくらいの割合になるのかを指標化したもので、
今後の財政を圧迫する可能性を示すものです。

将 来 負 担 比 率

※１　早期健全化基準とは？
　　　自治体の自主的な改善努力による財政健全化を図るため、４つの指標のうち１つでも基準以上になった場合、指標が早期健
　　全化基準未満となることを目標として財政健全化計画を策定し、議会の議決を経て総務大臣に報告しなければなりません。
※２　財政再生基準とは？
　　　国の関与による確実な再生を図るため、４つの指標のうち１つでも基準以上となった場合、指標が早期健全化基準未満とな
　　ることなどを目標として財政再生計画を策定し、議会の議決を経て総務大臣に報告しなければなりません。また、総務大臣の
　　同意なしには、地方債（借入金）の借入れができなくなります。
※３　資金不足比率とは？
　　　公営企業会計ごとに事業規模に対する資金の不足額を指標化したもので、経営の深刻度を示すものです。
※４　経営健全化基準とは？
　　　国の関与による再生を図るため、資金不足比率が基準以上となった場合、指標が経営健全化基準未満となること等を目標と
　　して経営健全化計画を策定し、議会の議決を経て総務大臣に報告しなければなりません。また、総務大臣の同意なしには、地
　　方債（借入金）の借入れができなくなります。

平成２７年度決算に基づく健全化判断比率（一般会計等）

 区 　 分  

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

健全化判断比率

―　

―　

９．５%

―　

　 備 　 考 　

実質赤字額なし

連結実質赤字額なし

将来負担比率なし

早期健全化基準※１

１５．０%

２０．０%

２５．０%

３５０．０%

平成２７年度決算に基づく資金不足比率※３

 区 　 分  

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 特 別 会 計

戸別合併処理浄化槽特別会計

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計

資 金 不 足 比 率

―　

―　

―　

―　

経営健全化基準※４

２０．０%

２０．０%

２０．０%

２０．０%

財政再生基準※２

２０．０%

３０．０%

３５．０%

―　

基　　準　　値

（注）資金不足額がなければ、資金不足比率は算出されません。
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災害復旧費

収益的収支

資本的収支

区分 予算現額 収入済額 収入率

水道事業収益 ２億７,８７２万円

６億４，６８０万円

５億３,１０３万円

４，９８９万円

３億４，５５０万円

４，１９０万円

３億８，８４０万円

２億７，６７９万円

２億４，９３７万円

１，７０６万円

１億２，４８５万円

９６３万円

５６４万円

４２．８％  

４７．０％  

３４．２％  

３６．１％  

２３．０％  

１．５％

２億４，５４５万円

２億　７６８万円

１，４６３万円

１億２，３７６万円

９０９万円

０万円

３７．９％  

３９．１％  

２９．３％  

３５．８％  

２１．７％  

０．０％

２９.８％

区分 予算現額 支出済額 執行率

水道事業費用 ２億７,８７２万円 ２６.５％

区分 予算現額 収入済額 収入率

資本的収入 １千円

８,２９７万円

０円 ０％

区分 予算現額 支出済額 執行率

資本的支出 １,６１５万円

７,３７７万円

７６２万円 ４７.２％

区　　　　　分 予算現額 収入済額 収入率 支出済額 執行率

国民健康保険事業勘定特別会計
介護保険事業勘定特別会計
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計
下 水 道 事 業 特 別 会 計
戸別合併処理浄化槽特別会計
宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計

平成２８年度予算の上半期（４月～９月末日まで）の執行状況をお知らせします。（繰越分を含んでいます）

収入済額（収入率）

１億６，５３４万円

８，４９２万円（５１．４％）

４億５，６５３万円

２億６，６８３万円（５８．４％）

２億５，２６９万円

８，５５０万円（３３．８％）

７億４，４２６万円

２億２，７３６万円（３０．５％）

４億３，４１２万円

２億４，４４１万円（５６．３％）

３億４，８４１万円

１億６，４１７万円（４７．１％）

３億５，８２５万円

１億７，１９６万円（４８．０％）

７億７，６０２万円

２億９，１７９万円（３７．６％）

１１億６，０１７万円

２億５，９１３万円（２２．３％）

４６億９，５７９万円

１７億９，６０７万円（３８．２％）

予　算　額
支出済額（執行率）
予　算　額

３，５０４万円（１７．０％）

１億２，６９４万円

８，２４３万円（６４．９％）

繰　越　金

２億５８２万円

１億６，８８４万円

１億６，８８４万円（１００．０％）

７億８，１０４万円

５億１，０５２万円（６５．４％）

５億５，７６２万円

５，３７１万円（９．６％）

３億３，８５０万円

０万円（０．０％）

９億５，１７３万円

９，４００万円（９．９％）

１２億４，４７１万円

８億８，１４４万円（７０．８％）

４６億９，５７９万円

２０億４６８万円（４２．７％）

県　支　出　金

地方消費税
交　付　金

地方交付税

国庫支出金

村　　　債

繰　入　金

村　　　税

農林水産業費

３億２，０５９万円

１億７，８７０万円（５５．７％）
そ　の　他 そ　の　他

総　務　費

衛　生　費

教　育　費

公　債　費

民　生　費

土　木　費

歳入合計 歳出合計

平成28年度平成28年度上半期上半期予算執行状況予算執行状況平成28年度上半期予算執行状況

〔特　別　会　計〕

〔水道事業会計〕

〔一　般　会　計〕


